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資料：1986 年度までは広島大学教育研究センター、「高等教育統計データ（1989）」、1987 年度以降は文部科学省調べ。 
 
【図表 1】 博士号取得者数の推移 
出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2014」, 調査資料-229, 2014 
 
人口１00 万人当たりの博士号取得者数（2010 年度）を各国と比較すると、日本は 100















【図表 2】 人口 100 万人当たりの博士号取得者数 
出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2014」, 調査資料-229, 2014 
注： 






























が別途 1,429 名存在することに留意されたい。 
 
【図表 3】博士課程修了直後の職業内訳（2009 年度修了者） 





【図表 4】 博士課程修了直後の職業と所属（2009 年度修了者） 













   博士課程に進む以前の進路選択の検討にあたっては、修士課程の学生が、博士課程進
学ではなく就職を選んだ理由として、「経済的に自立したい」「修了後の就職が心配」な
ど、経済的負担及び修了後の経済的自立の見通しの低さを挙げている（【図表 6】）。 




【図表 6】 博士課程進学ではなく就職を選んだ理由  






































 【図表 7】 博士課程進学の検討に重要な項目  





































































工学が 23％で次いでいる。保健は 15％、農学は 9％となっている（【図表 8】）。 
理学の中では、生物（41％）の割合が最も高く、次いで物理（19％）が占める。工学
ではその他（25％）を除けば、電気・通信（19％）、材料（15％）の順である。保健に
おいては、医学が 76％を占める（調査資料-232 の記述より）。 
【図表 8】 ポストドクター等の分野内訳 
出典：科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 －大学・公的研究機関への全数調査 










（2012 年度実績）－」, 調査資料-232, 2014 
 












































































































― 任期は 3 年弱（平均 2.7 年） 
― 平均月給は、約 30 万円（税引き前） 
さらに、 





【図表 10】 ポストドクター等の研究活動における決定権 
















































において、大学全体の助教の 27％が任期付での雇用である（【図表 11-1】）。 




いる（【図表 12-1】、【図表 12-2】）。 
 









   
 
出典：科学技術政策研究所 「科学技術人材に関する調査 ～研究者の流動性と研究組織における人材多様性に 
































































教授 助教授 講師 助手 職階計
【図表 11-1】 大学における教員の任期付適用率   【図表 11-2】 国立大学における任期付教員の推移 
注：年齢層は研究者の当時の年齢をあらわす。 
 













0% 20% 40% 60% 80% 100%
全年齢 ( N=7,012 )
～34歳 ( N=1,224 )
35～44歳 ( N=2,439 )
45～54歳 ( N=2,089 )












0% 20% 40% 60% 80% 100%
全年齢 ( N=1,084 )
～34歳 ( N=250 )
35～44歳 ( N=477 )
45～54歳 ( N=291 )








































































































































































































0% 20% 40% 60% 80% 100%
通常論文(448)
トップ1％論文(158)
日本（大学，物理科学系分野）  米国（大学，物理科学系分野）  
日本（大学，生命科学系分野） 米国（大学，生命科学系分野） 




【図表 14】 論文生産性における筆頭著者の職位別内訳 
出典：科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター、ジョージア工科大学 







     【図表 15】 対象論文の筆頭者における若手研究者（学生、ポストドクター）の割合 
出典：科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター、ジョージア工科大学 











自然科学系 849 35% 25% 10%
物理科学系 448 31% 22% 9%
生命科学系 270 45% 34% 11%
自然科学系 606 49% 31% 19%
物理科学系 298 53% 38% 15%
生命科学系 177 60% 33% 27%
自然科学系 274 39% 19% 20%
物理科学系 158 33% 18% 15%
生命科学系 66 52% 20% 32%
自然科学系 261 51% 23% 28%
物理科学系 129 57% 38% 19%



































2012 年 11 月に在籍したポストドクター等の採用前の所属機関は、約 60%が国内大学
であり、約 10％の国外からの採用及び若干（3.3％）の民間企業からの採用を除けばほと
んどが国内の大学・研究機関からの採用である（【図表 17-1】）。  
また、約半年後（2013 年 4 月 1 日時点）の移動状況をみると、ポストドクター等の継
続が 8 割弱を占め、1 割強がポストドクター等から職種を変更し、大学教員や研究開発
等の職を得ている（【図表 17-2】）。 
 
【図表 17-1】 ポストドクター等の採用前の所属機関の内訳 
出典：科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 －大学・公的研究機関への全数調査 
（2012 年度実績）－」, 調査資料-232, 2014 
 
【図表 17-2】 ポストドクター等の継続・職種変更の状況内訳  
出典：科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 －大学・公的研究機関への全数調査 
























































































   出典：科学技術政策研究所「科学技術人材に関する調査 ～研究者の流動性と研究組織における人材多様性に 



















































































































































【図表 19】 日本人博士課程修了者の修了直後の所在地（2002-2006 年度修了者全体） 


































ドイツ, 83  (0.1%)
イギリス, 47 (0.1%)
カナダ, 44 (0.1%)
フランス, 40  (0.1%)
中国, 39 (0.1%)























































博士課程修了後 5 年を経過した者は、帰国者と現地に留まる者の比が 2 対 1 にまでなっ
ており、多くの者が日本に帰国している（【図表 21】）。 
【図表 21】 米国でポストドクター等になった者のその後の帰国状況の推移 





















理学 工学 農学 保健 人文 社会 その他 不明








帰国 日本 第3国 未就職 不明
若年層に限って見ても、日本の高度人材の国際的流動性は低い。 
 アジアからの留学生に関しても、十分な活躍の場が提供できているとは言い難い。 















































日本では若手研究者の 3 割、シニア研究者の 1 割が日本以外の生誕である。（【図表 23】） 
注 1: 通常論文の高等教育部門、自然科学系の分析結果。著者の配列が「調査対象論文への貢献の順番」とされた回答を対象とした。 
注 2: ここでは、学生（学部、修士、博士）やポストドクターを若手研究者、講師・助教、准教授、教授、その他をシニア研究者とした。 
注 3: 日米の分野構成の差異は調整していない。 
【図表 23】 対象論文の筆頭著者の国籍（通常論文、高等教育部門、自然科学系） 
出典：科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター、ジョージア工科大学 





















【図表 24】 国内論文における研究者の生誕国の分布（自然科学、大学） 
出典：科学技術政策研究所「研究チームに注目した「科学における知識生産」の分析 ～大規模科学者 








若手研究者(297) 71.4% 10.1% 7.7% 3.4% 1.3% 6.1%
シニア研究者(552) 89.5% 2.7% 2.4% 2.7% 1.1% 1.6%
若手研究者(299) 2.7% 14.7% 13.7% 20.4% 37.8% 10.7%



































































































日本 米国 中国 アジア（日中以外） ヨーロッパ その他








日米ともに、高被引用度論文（トップ 1％論文）では 2 分野以上の専門分野の協働に
よる論文生産割合が高い（【図表 25】）。 
 
  【図表 25】 研究チームがカバーする専門分野（10 分野分類） 
       出典：科学技術政策研究所「研究チームに注目した「科学における知識生産」の分析 ～大規模科学者 


























0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%
通常論文(1135)
トップ1％論文(398)













0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%
通常論文(990)
トップ1％論文(486)













0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%
通常論文(210)
トップ1％論文(104)













0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%
通常論文(155)
トップ1％論文( 55)














（注 1）Article, Article&Proceedings (article 扱い), Letter, Note, Review を分析対象とし、整数カウントにより分析。3 年移動平均値である。 
（注 2）Top10％補正論文数とは、被引用回数が各年各分野で上位 10％に入る論文の抽出後、実数で論文数の 1/10 となるように補正を
加えた論文数を指す。 
（注 3）国内論文とは、当該国の研究機関の単独で産出した論文と、当該国の研究機関の複数機関の共著論文を指す。 
（注 4）多国間共著論文は、3 ヶ国以上の国の研究機関が共同した論文を指す。 
トムソン・ロイター社 Web of Science を基に、科学技術政策研究所が集計 
【図表 26】 論文数と Top10%補正論文数の構造の比較  





出典：科学技術政策研究所「科学研究のベンチマーキング 2012」, 調査資料-218, 2013 
 
 
（注 1）Article, Article&Proceedings (article 扱い), Letter, Note, Review を分析対象とし、整数カウントにより分析。3 年移動平均値である。 
（注 2）国内論文とは、当該国の研究機関の単独で産出した論文と、当該国の研究機関の複数機関の共著論文を指す。 
（注 3）多国間共著論文は、3 ヶ国以上の国の研究機関が共同した論文を指す。 
トムソン・ロイター社 Web of Science を基に、科学技術政策研究所が集計 
2国間共著論文 多国間共著論文
1999-2001年 27.4 22.4 31.9 49.9
2009-2011年 4.1 3.1 3.9 6.9
1999-2001年 24.9 20.1 28.8 42.3
2009-2011年 3.9 2.9 3.8 6.5
1999-2001年 23.6 18.4 26.5 44.4
2009-2011年 3.5 2.5 3.3 6.3
1999-2001年 33.4 31.9 35.5 49.2
2009-2011年 4.1 3.8 4.1 6.6
1999-2001年 19.3 16.8 27.1 42.5
2009-2011年 2.7 2.2 3.3 6.0
1999-2001年 12.8 10.4 18.6 31.8
















































































































































































4,576 4,577 4,408 4,767 
3,233 3,680 3,761 
4,498 

























































































































































































出典：科学技術政策研究所「日本の大学教員の女性比率に関する分析」, 調査資料-209, 2012 
 
   
 
出典：科学技術政策研究所「日本の大学教員の女性比率に関する分析」, 調査資料-209, 2012, 図表 3, 4 及び 
文部科学省「学校基本調査」各年度より作成 
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セクター毎の研究者に占める女性比率の伸びは、2002 年から 2010 年の間でいずれも
約 3 ポイントであり、大学等に比して企業等における女性比率が少ない（【図表 29】）。 
【図表 29】日本の研究者に占める女性比率の推移（セクター別） 






























7.1% 6.9% 7.0% 7.4%












































2012 年 11 月時点でポストドクター等に在籍していた者のうち、約半年後（2013 年 4



























































































均で約 3 割、社会科学、その他の研究分野で 5 割を下回っており、理系分野に比して低
い（【図表 32-2】）。 
人文・社会・その他分野の博士課程修了直後の職業は、不明の者を除くと専任及びそ










【図表 33】研究分野別に見る博士課程修了直後の職業（2002-2006 年度修了者全体） 


















































































 【図表 32-1】研究分野別職業把握率  【図表 32-2】人文・社会・その他分野における学位取得状況 














































































民間企業を意識している者も 4 割以上（保健分野は約 3 割）みられる。人文・社会分野







【図表 34-1】 博士課程進学時に修了後の進路として国内の教育機関・民間企業を意識していた割合 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の大学院における修学と経済状況に関する調査研究」, 
調査資料-206, 2012, 図表 93 より改変 
【図表 34-2】 研究分野別に見る博士課程修了直後の職業（2002-2006 年度修了者全体） 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の進路動向調査 報告書」, NISTEP REPORT No. 126, 
















































































































出典：科学技術政策研究所「ポストドクター等のキャリア選択に関する分析」, 調査資料-161, 2008 
 【図表 35-2】 博士課程修了直後にポストドクター等となった者の現在の職業 
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